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論文内容の要旨

 2003年10月に本格稼動した「大学禁煙化プロジェクト」は大学生を非喫煙者で社会に送り出すこと

を目的とし大学禁煙化を含め様々なSocial supportを全国の大学に対して提供する実践研究である。

 まず研究背景について述べる。2002年12月人事院勤務条件局長通達、2003年5月健康増進法の実施

などにより大学でも喫煙対策を求められることになったが、大学における禁煙化のための社会的支援

は存在しなかったことから、2003年10月「大学禁煙化プロジェクト」がスタートした。プロジェクト

開始後5年間の参加大学数は305大学に上るが、中でも大学生への禁煙支援プログラムは世界でもほ

とんど実施されていない時期に提供が開始されたものであり、規模においても世界に例をみないもの

となった。

 本論文では大学生への禁煙支援をはじめとする大学禁煙化プロジェクトの成果を評価すると共に、

全国の大学法人における禁煙化プロセスのプロファイル研究についても報告する。これらの研究は世

界的㌍みても初めての試みであり、それぞれ学術誌に掲載あるいは投稿中である。

 本論文では以下の6章をたてて上記について説明するものである。

第ll章 大学禁煙化プロジェクトの概要

第皿章 大学禁煙化プロジェクトにおける喫煙大学生への禁煙支援介入の成果

第IV章 大学禁煙化プロジェクトにおける大学生禁煙支援プログラムの有用性の検証

第V章 青少年の禁煙達成における親の禁煙努力の有効性について

第VI章 全国国立大学法人喫煙対策実施状況調査

第皿章 大学禁煙化プロセスの評価基準の作成について



 第II章では、大学禁煙化プロジェクトの概要と参加利用状況について述べた。スタートから5年間

に大学禁煙化プロジェクトにコンタクトのあったのは305大学、学生へのニコチンパッチ無償配布と

カレッジマラソン（携帯への無償支援メール配信）‘パッチ＆メール’は79校（国立大17校、公立大

10校、私立大52校）で実施された。プログラム参加学生人数は1652名、無償配布パッチ配布枚数は

5590枚に及んだ。

 壷皿章および第4章では、大学禁煙化プロジェクトにおける喫煙大学生への禁煙支援介入の成果を

分析した。パッチ＆メールを提供した933名を分析対象とし、各大学における学生データを「学生追

跡票」で聴取した。180日間禁煙成果は、断面禁煙率で追跡不能者を喫煙とみなす厳しい判断基準で

男子学生25．3％、女子学生24．2％であり、追跡不能者を除外する判断基準では男子学生44．6％、女子

学生35。3％であった。これは大学生の特質から対照群を設けない介入研究であったが、禁煙外来等で

の成人の禁煙保険診療の治療成果（1年後の禁煙成果32．6％）に比して遜色ない結果であった。なお

国内では大学生への禁煙支援の大規模横断的研究は本研究が唯一のものであるが、海外文献での大学

生への禁煙支援成果は母数は10人～60人程度と少なくフォロー；期間も1週間から1ヶ月程度と短期間

であり比較しにくいものの28～41％であった。

 学生の禁煙率は脱落を全て喫煙とした場合、大規模校16％、中規模校25％、小規模校35％と大学規

模での有意差が見られたが脱落を除外した場合、大規模校41％、中規模校37％、小規模40％で有意差

はなかった。追跡率は大規模校38％、中規模校67％、小規模校86％であり、大規模大学での学生追跡

の困難さと今後の大規模大学での健康プログラムの実施に際しての工夫が必要であることが示唆され

た。なお喫煙大学生の喫煙開始年齢は男子学生においては14歳と18歳の2峰性を示し、女子学生の喫

煙開始年齢は18～19歳が最も多かったことや、男子学生の61％、女子学生の53％が大学入学前の17歳

までに喫煙を開始していたことは大学入学前の喫煙者への禁煙支援の提供の重要性を強く示唆するも

のであることから、青少年の禁煙達成における親の禁煙努力の有効性について第V章にて検証した。

2004年6月から2005年10月に所属学校を介し禁煙治療を受けた奈良県内の小・中・高校生33名の6ヵ

月後の禁煙状況は、喫煙しない親を持つ場合は6血中5名、父か母もしくは両親が喫煙し且つ禁煙意

思がない場合には17名中1名、子供と共に禁煙意思があると宣言した喫煙する親を持つ場合で10上中

10名であった（p＜0．001）ことから、親の禁煙努力は子供の禁煙達成を導くという結果が示唆され、

保護者世代への働きかけの重要性が示された。

 第VI章では、全国の国立大学法人を対象にした4回の大学の喫煙対策調査について報告した。これ

は全国の国立大学法人の禁煙化状況について唯一の調査である。敷地内禁煙は2003年4月には実施校

がなく、2004年9月時点で2校、2006年調査では医科系単科大学1、教育系単科大学2、その他2、

計5大学に留まったが、2007年10月調査では敷地内全面禁煙を明文化している国立大学法人は8大学、

予定3校と増加した。同様に建物内禁煙（建物内に喫煙場所がない）の実施は、2003年には4校であっ



たが、2004年には16校、2006年には44校と増加し、建物内のどこでも喫煙可という大学はわずか3校

となった。また建物外での喫煙状況は、2003年には約半数の国立大学法人で、建物外の「どこでも喫

煙可」という状況であったが、2004年には16校、2006年に1ま13校、2007年には11校と減少した。キャ

ンパス内でのタバコ販売は約60％の大学がまだ何らかの形で販売をしていた。公式会議の禁煙状況は

2003年17校、2004年3校で自由（喫煙可）、2006年、2007年には回答を得た全大学が「全ての会議が

禁煙」となっていた。以上の調査結果から多くの国立大学法人が健康増進法実施後、喫煙対策に取り

組んでいるものの、建物内禁煙・建物外指定喫煙場所設置という形が最も多いことがあきらかになっ

た。

 第孤章では、本プロジェクトの最終命題でもある大学禁煙化プロセスの評価基準の作成を試み、各

大学の実状に応じた禁煙化ロードマップの作成のための基礎研究を実施した。大学禁煙化の支援を求

δ6た大学、既に敷地内禁煙化を実施した大学の中で聴取可能であった大学へ1）禁煙化の発端或いは

発議者について2）大学禁煙化の経過、特に会議での決定経過について3）主たる反対意見について

4）啓発活動について5）禁煙化実施前と実施後の喫煙状況や不都合事象（火災や近隣の苦情など）

の発生状況について尋ね、時系列年表を作成した。そのデータをProchaskaのステージ理論に当て

はめ各大学の状況に対応できる明瞭な禁煙化マニュアル作成の基礎研究を実施した。この研究は世界

的にみても初あての試みである。

 最終章では各章のまとめと考察を記した。



論文審査の結果の要旨

 2003年10月に本格稼動した「大学禁煙化プロジェクト」は大学生を非喫煙者で社会に送り出すこと

を目的とし大学禁煙化を含め様々なSocial supportを全国の大学に対して提供する実践研究である。

 まず研究背景について述べる。2002年12月人事院勤務条件局長通達、2003年5月健康増進法の実施

などにより大学でも喫煙対策を求められることになったが、大学における禁煙化のための社会的支援

は存在しなかったことから、2003年10月「大学禁煙化プロジェクト」がスタートした。プロジェクト

開始後5年間の参加大学数は305大学に上るが、中でも大学生への禁煙支援プログラムは世界でもほ

とんど実施されていない時期に提供が開始されたものであり、規模においても世界に例をみないもの

となった。

 本論文では大学生への禁煙支援をはじめとする大学禁煙化プロジェクトの成果を評価すると共に、

全国の大学法人における禁煙化プロセスのプロファイル研究についても報告する。これらの研究は世

界的にみても初めての試みであり、それぞれ学術誌に掲載あるいは投稿中である。

 本論文では以下の6章をたてて上記について説明するものである。

第II章大学禁煙化プロジェクトの概要

第皿章 大学禁煙化プロジェクトにおける喫煙大学生への禁煙支援介入の成果

第IV章 大学禁煙化プロジェクトにおける大学生禁煙支援プログラムの有用性の検証

第V章 青少年の禁煙達成における親の禁煙努力の有効性について

第V［章 全国国立大学法人喫煙対策実施状況調査

第靱章 大学禁煙化プロセスの評価基準の作成について

 第H章では、大学禁煙化プロジェクトの概要と参加利用状況について述べた。スタートから5年間

に大学禁煙化プロジェクトにコンタクトのあったのは305大学、学生へのニコチンパッチ無償配布と

カレッジマラソン（携帯への無償支援メール配信）‘パッチ＆メール’は79校（国立大17校、公立大

10校、私立大52校）で実施された。プログラム参加学生人数は1652名．．無償配布パッチ配布枚数は

5590枚に及んだ。

 壷皿章および第4章では、大学禁煙化プロジェクトにおける喫煙大学生への禁煙支援介入の成果を

分析した。パッチ＆メールを提供した933名を分析対象とし、各大学における学生データを「学生追

跡票」で聴取した。180日間禁煙成果は、断面禁煙率で追跡不能者を喫煙とみなす厳しい判断基準で

男子学生25．3％、女子学生2412％であり、追跡不能者を除外する判断基準では男子学生44．6％、女子

学生35．3％であった。これは大学生の特質から対照群を設けない介入研究であったが、禁煙外来等で



の成人の禁煙保険診療の治療成果（1年後の禁煙成果32．6％）に比して遜色ない結果であった。なお

国内では大学生への禁煙支援の大規模横断的研究は本研究が唯一のものであるが、海外文献での大学

生への禁煙支援成果は母数：は10人～60人程度と少なくフォロー期間も1週間から1ヶ月程度と短期間

であり比較しにくいものの28～41％であった。

 学生の禁煙率は脱落を全て喫煙とした場合、大規模校16％、中規模校25％、小規模校35％と大学規

模での有意差が見られたが脱落を除外した場合、大規模校41％、中規模校37％、小規模40％で有意差

はなかった。追跡率は大規模校38％、中規模校67％、小規模校86％であり、大規模大学での学生追跡

の困難さと今後の大規模大学での健康プログラムの実施に際しての工夫が必要であることが示唆され

た。なお喫煙大学生の喫煙開始年齢は男子学生においては14歳と18歳の2峰性を示し、女子学生の喫

煙開始年齢は18～19歳が最も多かったことや、男子学生の61％、女子学生の53％が大学入学前の17歳

までに喫煙を開始していたことは大学入学前の喫煙者への禁煙支援の提供の重要性を強く示唆するも

のであることから、青少年の禁煙達成における親の禁煙努力の有効性について第V章にて検証した。

2004年6月から2005年10月に所属学校を介し禁煙治療を受けた奈良県内の小・中・高校生33名の6ヵ

月後の禁煙状況は、喫煙しない親を持つ場合は6誌面5名、父か母もしくは両親が喫煙し且つ禁煙意

思がない場合には17心中1名、子供と共に禁煙意思があると宣言した喫煙する親を持つ場合で10名論

10名であった（p＜0．001）ことから、親の禁煙努力は子供の禁煙達成を導くという結果が示唆され、

保護者世代への働きかけの重要性が示された。

 第VI章では、全国の国立大学法人を対象にした4回の大学の喫煙対策調査について報告した。これ

は全国の国立大学法人の禁煙化状況について唯一の調査である。敷地内禁煙は2003年4月には実施校

がなく、2004年9月時点で2校、2006年調査では医科系単科大学1、教育系単科大学2、その他2、

計5大学に留まったが、2007年10月調査では敷地内全面禁煙を明文化している国立大学法人は8大学、

予定3校と増加した。同様に建物内禁煙（建物内に喫煙場所がない）の実施は、2003年には4校であっ

たが、2004年には16校、2006年には44校と増加し、建物内のどこでも喫煙可という大学はわずか3校

となった。また建物外での喫煙状況は、2003年には約半数の国立大学法人で、建物外の「どこでも喫

煙可」という状況であったが、2004年には16校、2006年忌は13校、2007年には11校と減少した。キャ

ンパス内でのタバコ販売は約60％の大学がまだ何らかの形で販売をしていた。公式会議の禁煙状況は

2003年17校、2004年3校で自由（喫煙可）、2006年置2007年には回答を得た全大学が「全ての会議が

禁煙」となっていた。以上の調査結果から多くの国立大学法人が健康増進法実施後、喫煙対策に取り

組んでいるものの、建物内禁煙・建物外指定喫煙場所設置という形が最も多いことがあきらかになっ

た。

 第珊章では、本プロジェクトの最終命題でもある大学禁煙化プロセスの評価基準の作成を試み、各

大学の実状に応じた禁煙化ロードマップの作成のための基礎研究を実施した。大学禁煙化の支援を求



あた大学、既に敷地内禁煙化を実施した大学の中で聴取可能であった大学へ1）禁煙化の発端或いは

発議者について2）大学禁煙化の経過、特に会議での決定経過について3）主たる反対意見について

4）啓発活動について5）禁煙化実施前と実施後の喫煙状況や不都合事象（火災や近隣の苦情など）

の発生状況について尋ね、時系列年表を作成した。そのデータをProchaskaのステージ理論に当て

はめ各大学の状況に対応できる明瞭な禁煙化マニュアル作成の基礎研究を実施した。この研究は世界

的にみても初めての試みである。

 最終章では、各章のまとめと考察を記した。

 よって、本学位論文は、奈良女子大学博士（生活環境学）の学位を授与されるに十分な内容を有し

ていると判断した。


